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3.2.4 施工計画 

3.2.4.1 施工方針 

本計画が実施される場合の基本事項は次のとおりである。 

・本計画は、日本政府と「タ」国政府間で本計画に係る無償資金協力の交換公文が締結さ

れた後、日本政府の無償資金協力の制度にしたがって実施される。 

・本計画の実施機関は「タ」国運輸省である。 

・本計画の入札関連業務および施工監理業務に係るコンサルタント業務は、日本のコンサ

ルタントが「タ」国政府とのコンサルタント契約に基づき実施する。 

・本計画の道路改良工事は、入札参加資格審査合格者による入札の結果選定された日本の

建設業者により、「タ」国政府との工事契約に基づき実施される。 

 

本計画の施工にあたっての基本方針は次のとおりである。 

 

・建設資機材および労務は、可能な限り現地調達とする。現地で調達できない場合は、所

要の品質、供給能力が確保される範囲で最も経済的となる第三国または日本からの調達

とする。 

・施工方法および工事工程は、現地の気象、地形、地質等の自然条件に合致したものとす

る。 

・特殊な機材や技術を必要としない一般的で容易な工法を計画する。 

・工事仕様基準および施工管理基準を設定し、この基準を満足する建設業者の現場管理組

織およびコンサルタントの施工監理組織を計画する。 

・工事中の交通路確保と交通安全のための施設を設置する。 

・工事による河川の水質汚濁や増水時期の土砂の流出等を防止し、環境保全に努める。 

・工事により発生する建設廃棄物は、タジキスタン国が指定した場所に廃棄する。 

 

3.2.4.2 施工上の留意事項 

(1) 道路利用者および工事関係者の安全の確保 

1) 道路施工時 

・工事中の交通路を確保するため、片側に１車線のスペースを確保し、交互交通で処理する。

工事ヤードを明確に区分し、そのために必要な保安設備（工事予告版、片側交互通行予告

版、迂回路予告版、矢印版、バリケード、セーフティーコーン、回転灯等）と誘導員を配

置する。 
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2) 構造物建設時 

・橋梁等の構造物建設時は、既存道路脇に迂回路を設け交通を確保する。 

・河川（灌漑用水路）を切り回して施工を行う場合は、切り回し河川の河岸が浸食されない

よう土嚢等により防護を行う。 

 

(2) 環境への配慮 

改修道路は、アフガニスタン国境への基軸となる幹線道路に加え、周辺住民が利用する生

活道路の機能も有している。したがって、工事中は一般利用者、周辺住民に対する環境負荷

低減対策を講ずる計画とする。以下に検討項目および環境負荷低減対策を示す。 

 
検討項目 環境負荷低減対策 

振動・騒音 一般的な施工方法を採用する計画を立案するとともに振動を伴う工法につい
ては、作業時間を限定する等の配慮を実施する。 
騒音の発生が予測されるプラントの設置は住居区域外（土漠地帯）に設置する。

粉塵の発生 道路建設時は散水等を実施し粉塵発生防止対策を実施する。 
粉塵の発生が予測されるプラントの設置は住居区域外（土漠地帯）に設置する
とともに、風向きにより居住地区への影響が懸念される場合は散水等の防止対
策を実施する。 

工事用排水処理 釜場排水等工事用排水の適切な処理を実施し、近接する灌漑水路への流出を防
止する。 
灌漑水路用パイプの延伸等については、工事用排水が灌漑水に流入しないよ
う、釜場を設置し水替えポンプによる排水処理を実施する。特にコンクリート
による PH 値上昇については監視を行い適切な処理を行う。 

産業廃棄物処理等 既存構造物の撤去によりアスファルト塊およびコンクリートガラについては
現地政府側（クムサンギ郡）との協議に準じ、基地ヤード運搬しストックする。
発生残土については、土漠地帯へ運搬し平坦に敷均しを行う。 

交通渋滞の緩和 工事中は最低１車線の一般交通路を確保し、交通誘導員による交通整理を実施
する。 

交通事故防止、第三
者災害の防止 

工事占用帯を明確にするとともに、夜間は反射板等を設置し交通事故防止対策
を実施する。 
工事中は歩行者専用通路を設けるとともに、バリケードの設置等第三者の現場
内への立ち入り禁止措置を確実に実施する。 

 

(3) 用地確保および住民移転 

「3.2.1.3 環境社会配慮および社会経済条件に対する対処方針」で述べたように、以下の区

間について用地確保が発生する。 

 ・新設道路区間 

  STA.0+000～STA.0+950（延長950ｍ、幅30ｍ） 

 ・旧鉄道敷区間 

  STA.2+350～STA.3+100（延長750ｍ、幅25ｍ） 
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3.2.4.3 施工区分 

日本とタジキスタンの両国政府が分担すべき事項は、表 3.2.4.3-1 のとおりである。 

表 3.2.4.3-1  両国政府の負担区分 
  

負 担 区 分 
項  目 内   容 

日本国 ｢タ｣国
備   考 

資機材の調達・搬入 ○   

資機材の通関手続  ○  

資 機 材 調 達 

内陸輸送路の整備  ○  

工事に必要な用地の 

確保 

 ○ 現場事務所、資機材置場、作

業場等 

準 備 工 

上記以外の準備工 ○   

工事障害物の移設・撤

去 

地上障害物の移設  ○ 電柱・電線、電話線等 

道路用地の確保 新設区間  ○  

本   工   事 道路改修工事 ○   

 

3.2.4.4 施工監理計画 

日本のコンサルタントがタジキスタン国政府とのコンサルタント業務契約に基づき、詳細

設計、入札関連業務および施工監理業務の実施にあたる。 

(1) 詳細設計 

・計画内容の確認 

・詳細設計レビュー 

 

(2) 入札関連業務 

入札公示から工事契約までの期間に行う業務の主要項目は次のとおりである。 

・入札図書の作成 

（上記詳細設計期間と並行して作成） 

・入札公示 

・入札業者の事前資格審査 

・入札実施 

・入札書の評価 

・契約促進業務 

入札関連業務の所要期間は、以下のとおりである。 

第１期：2.5 ヶ月 

第２期：2.5 ヶ月 
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(3) 施工監理業務 

コンサルタントは、施工業者が工事契約および施工計画に基づき実施する工事の施工監理

を行う。その主要項目は次のとおりである。 

・測量関係の照査・承認 

・施工計画の照査・承認 

・品質管理 

・工程管理 

・出来形管理 

・安全管理 

・出来高検査および引き渡し業務 

施工の所要期間は、以下のとおりである。 

第１期：11.5ヶ月 

第２期：15.5ヶ月 

施工監理業務には常駐管理者１名が必要である。 

工事期間中一部の道路占用を行いながら施工する必要があるため、安全管理に特に留意し、

施工業者の安全管理者と協議、協力しながら事故の発生を未然に防ぐよう監理を行う。 

 

3.2.4.5 品質管理計画 

土工および舗装工の品質管理計画を表 3.2.4.5-1 に、コンクリート工の品質管理計画を

表 3.2.4.5-2 に示す。 

 

表 3.2.4.5-1 土工および舗装工の品質管理計画 

項  目 試 験 項 目 
試験方法 

（仕様書） 
試 験 頻 度 

盛土工 密度試験（締固め） AASHTO T191 500 ㎡毎 

現場密度試験（締固め） AASHTO T191 1,000m3毎 路盤工 

 

 
締固め及び一軸圧縮試験 AASHTO T180 1,000m3毎 

アスファルト合材の温度 出荷温度、敷均しお

よび転圧温度測定 

５回／日 アスファルト

舗装工 

骨材のすり減り抵抗試験 AASHTO T96 1,500m3 毎に１回あるいは供給場所が変わった時点 （納

入業者のデータ確認） 
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表 3.2.4.5-2 コンクリート工の品質管理計画 

項  目 試 験 項 目 
試験方法 

（仕様書） 
試 験 頻 度 

セメント セメントの物性試験 AASHTO M85 試験練り前に１回、その後コンクリート 500m3打設毎に１

回あるいは原材料が変わった時点 

コンクリート用細骨材の

物性試験 

AASHTO M6 試験練り前に１回、その後 500m3毎に１回あるいは供給場

所が変わった時点（納入業者のﾃﾞｰﾀ確認） 

細骨材 

ふるい分け試験 AASHTO T27  毎月１回 

コンクリート用粗骨材の

物性試験 

AASHTO M80 試験練り前に１回、その後 500m3毎に１回あるいは供給場

所が変わった時点（納入業者のﾃﾞｰﾀ確認） 

粗骨材 

ふるい分け試験 AASHTO T27  毎月１回 

水 水質基準試験 AASHTO T26 試験練り前に１回 

スランプ試験 AASHTO T119 ２回／日 

エアー量試験 AASHTO T121 ２回／日 

圧縮強度試験 AASHTO T22 各打設毎に６本の供試体、１回の打設数量が大きい場合

には 75 m3 毎に６本の供試体（７日強度－３本、28 日強

度－３本） 

温 度 － ２回／日 

コンクリート 

塩分濃度試験 － ２回／日 

 

3.2.4.6 資機材等調達計画 

(1) 建設資材調達計画 

本プロジェクトに使用される全ての資材は、輸入品も含め恒常的に市場に供給されており、

調達に支障は生じないと判断される。 

主要資材の調達区分を表 3.2.4.6-1 に示す。 

 

表 3.2.4.6-1 主要資材の調達区分 

調 達 区 分 
項   目 

現 地 日本国 第三国
調 達 先 等 

構造物用資材     
砕石（基礎砕石材共） ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市の民間業者川砂利を購入
セメント ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市 
砂（ｺﾝｸﾘｰﾄ用） ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市の民間業者川砂を購入 
路盤材 ○   土取場の砂にｾﾒﾝﾄを混合 
生コン ○   現場製造 
ｱｽﾌｧﾙﾄ合材用砕石 ○   ｸﾘﾔﾌﾞ市の民間業者川砂利を購入 
ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 ○   現場製造 
鉄筋：Ｄ６～Ｄ32 ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市（輸入品） 
混和材（ｺﾝｸﾘｰﾄ用） ○   同 上 
型鋼 ○   同 上 
割石（練石積） ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市の民間業者川砂利を購入
PVCﾊﾟｲﾌﾟ：Ｄ＝50～200 ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市 
ＲＣﾊﾟｲﾌﾟ：Ｄ＝300～1000 ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市 
規制標識 ○   同 上 
     
仮設用資材     
型枠用木材 ○   ｸﾙｶﾞﾝﾁｭﾍﾞ市 
型枠用合板：防水加工なし ○   同 上 
支保工(木材)、足場用丸太 ○   同 上 
電気溶接棒 ○   同 上 
燃料、油脂類 ○   同 上 
酸素、アセチレンガス ○   同 上 
ガス切断機 ○   同 上 
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(2) 建設機械調達計画 

建設機械の調達方針は以下のとおりである。 

・現地建設業者が所有している建設機械のほとんどは旧式であり、修理を繰り返し行い使

用しているため、安定した稼働は期待出来ない。よって、使用可能と判断したバックホ

ウおよびダンプトラック以外は現地に事務所を有する第三国業者（現地リース）からの

調達とする。 

・現地調達が困難な機械は第三国または日本からの調達とする。 

主要工事用建設機械の調達区分を表 3.2.4.6-2 に示す。 

 

表 3.2.4.6-2 主要工事用建設機械の調達区分 

調 達 区 分 
機械名 仕様 賃借・購入

現 地 第三国 日本国
調達理由 

輸送 

ルート

バックホウ 0.28m3 賃借 ○     
バックホウ 0.5m3 賃借 ○     
バックホウ 0.8m3 賃借 ○     
ブルドーザー 15t 賃借 ○     
ブルドーザー 21t 賃借 ○     

モーターグレーダー 3.1ｍ 賃借 ○     
ロードローラ ８ｔ 賃借 ○     
タイヤローラ 8-20t 賃借 ○     
振動ローラー 0.5-0.6t 賃借 ○     

振動ローラー 0.8-1.1t 賃借 ○     
ホイールローダー 2.3m3 賃借 ○     
ホイールローダー 3.1m3 賃借 ○     
ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬｰ 2.4-6.0m 賃借 ○     

散 水 車 6.0kl 賃借 ○     
ダンプトラック 10ｔ 賃借 ○     
トラッククレーン 4.8-4.9t 賃借 ○     
トラッククレーン 20ｔ 賃借 ○     
トラッククレーン 35ｔ 賃借 ○     

トレーラー 20t 賃借 ○     
トレーラー 30t 賃借 ○     
トレーラー 40t 賃借 ○     

ｾﾒﾝﾄﾐｷｼﾝｸﾞﾌﾟﾗﾝﾄ 100t/h 賃借 ○     

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 60t/h 賃借 ○     
発電発動機 250KVA 賃借 ○     
発電発動機 15KVA 賃借 ○     
発電発動機 25KVA 賃借 ○     
水中ポンプ 150mm 賃借 ○     
水中ポンプ 100mm 賃借 ○     

コンプレッサー 3.5-3.7m3 賃借 ○     
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3.2.4.7 実施工程 

対象道路全体を２期に分けて実施する計画とする。 

・第１期：メインルート STA.0+000～STA.3+140、STA.18+500～STA.23+650、 

市街道路(1)、市街道路(2) 

・第２期：メインルート STA. 3+140～STA.18+500 

実施工程を表 3.2.4.7-1 に示す。 

 

表 3.2.4.7-1 業務実施工程表 
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3.3 相手国側分担事業の概要 

本計画が実施される場合のタジキスタン国政府の分担事項は以下のとおりである。 

 

・本計画の実施上必要な資料／情報の提供 

・事業実施の前提となる国家委員会による建設および環境に関する許可の取得 

・道路用地の確保および工事のために必要な作業ヤード、資材置き場、プラント施

設、現場事務所等の用地の提供 

・道路用地内の電柱、電信・電話線等の障害物の移設 

・本計画に関し日本に口座を開設する銀行の手数料の負担 

・本計画の資機材輸入の免税措置、通関手続きおよび速やかな国内輸送のための措

置 

・本計画に従事する日本人および実施に必要な物品／サービス購入の際の課税免除 

・本計画に従事する日本人がタジキスタン国へ入国および滞在するために必要な法

的措置 

・本計画を実施するために必要な許認可の取得および証明書等の発行（環境鑑定、

土工許可等） 

・改修後の道路等の適切な使用および維持管理 

・本計画実施において住民または第三者と問題が生じた場合、その解決への協力 

・本計画実施上必要となる経費のうち、日本国の無償資金協力によるもの以外の経

費については、双方の合意により負担する 
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3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営・維持管理の体制 

「3.2.1.6 実施機関の運営・維持管理能力に対する方針」に示したとおり、対象

道路に係る維持管理業務は、MOT ハトロン州事務所管轄のクムサンギ郡道路維持管理

国営企業が実施することとなる。 

(2) 維持管理業務の内容 

必要な維持管理業務は次のとおりである。 

・日常維持管理 ：巡回点検、側溝・カルバートの清掃 

・損傷箇所の補修：舗装のパッチング、路面標示の再塗布、その他損傷箇所の補修 

(3) 現状の維持管理業務の実施状況と留意点 

現状の維持管理業務の実施状況は次のとおりである。 

・日常維持管理：市街地の側溝はよく清掃されている。 

・補    修：路面の補修は実施されているが、転圧機械が無いため十分な品質

ではない。 

事業効果を十分に発現・持続させるため、施設の維持管理を十分に行い、常に良好

な走行条件を保つとともに、施設の耐久性の向上を図ることが重要であり、特に次

の点に留意する必要がある。 

・定期的に点検を行い、施設の状況を常に把握しておくこと。 

・清掃、特に排水施設の清掃を十分に行うこと。 

・維持管理に必要な人員・予算を確保すること。 

・維持管理に必要な機械を整備すること。 

今後は、維持管理用機械の充実を含めた「タ」国維持管理体制の構築が早急に必要

であると考えられる。 
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3.5 プロジェクトの概算事業費 

3.5.1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 13.18 億円となり、先に

述べた日本とタジキスタン国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示

す積算条件によれば、次のとおりと見積もられる。 

 

(1) 日本側負担経費 

概算総事業費  第１期 ： 約  592百万円 

        第２期 ： 約  720百万円 

        合 計 ： 約1,312百万円 
 

ドゥスティ－ニジノピヤンジ間道路約23.7kmおよびドゥスティ市街道路約3.6kmの改修 

概算事業費（百万円） 
費  目 

第１期 第２期 合計 

道路工 道路土工、舗装工、

道路側溝、市街道路

487 577

カルバート 26 18
施 

設 道 路 附

帯施設 

排水工、道路付属施

設、仮設工事他 

35

548

74

669 1,217 

実施設計・施工監理 44 51 95 

 

(2) タジキスタン国側負担経費          175,380 ソモニ（約 6.3 百万円） 

① 土地収用 56,700ソモニ（約 2.1百万円） 

② 塀の撤去 6,700ソモニ（約 0.2百万円） 

③ 電線の移設 8,680ソモニ（約 0.3百万円） 

④ 電話線の移設 6,600ソモニ（約 0.2百万円） 

⑤ 街路樹の移設 19,700ソモニ（約 0.7百万円） 

⑥ アドバイジングコミッション 32,000ソモニ（約 1.2百万円） 

⑦ ペイメントコミッション 45,000ソモニ（約 1.6百万円） 

 

(3) 積算条件 

① 積 算 時 点：平成17年12月 

② 為替交換レート：１ＵＳ＄＝115.31円 １ソモニ＝36.03円 

③ 施 工 期 間：２期分けによる工事とし、各期に要する工事の期間は、実施工

程に示したとおり。 

④ そ の 他  ：本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施され

る。 
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3.5.2 運営・維持管理費 

本計画で改修される道路の維持管理は以下の機関により実施される。 

 

点検・日常維持管理：クムサンギ郡道路維持管理国営企業 

補       修：クムサンギ郡道路維持管理国営企業 

 

維持管理に必要な年間の費用は、53,600 ソモニ（16,740 米ドル）と見込まれる。

その内訳を表 3.5.2-1 に示す。 

表 3.5.2-1 維持管理内容と年間費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １．定期点検項目（クムサンギ郡道路維持管理国営企業）                              
 

 施 設 名  点 検 項 目  巡回の頻度  点検人員  使用資機材  所要数量 金額(ｿﾓﾆ) 金額 (US$)

 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 

 舗 装 

 排 水 施 設 

 路 面 標 示 

 躯 体 

 護 岸 ・ 護 床 

施 設 

 道    路 

 舗 装 

 路 肩 ・ 法 面 

 路 面 標 示 

 ガイドポスト 

 

 ｸﾗｯｸ、不陸、ﾎﾟｯﾄﾎｰﾙ等 

 土砂、障害物の有無 

 損傷、変形、汚れ、剥離 

 橋面､橋台､橋脚 

 ｸﾗｯｸ、損傷、崩壊等 

 手摺等の損傷 

 

 ｸﾗｯｸ、不陸、ﾎﾟｯﾄﾎｰﾙ等 

 雨水による侵食、崩壊崩壊等 

 損傷、変形、汚れ、剥離 

 損傷 

 

 ４回/年 

 所要日数５日/回

 

  ２名 

 

スコップ、ハンマー、

カマ、バリケード 

 

小型トラック 

 

 延40人日/年 

 

 

 延20台日/年 

1,280

3,200

400.00

1,000.00

         小 計 4,480 1,400.00
 
 ２．日常維持管理（クムサンギ郡道路維持管理国営企業） 
 

 施 設 名  実 施 項 目  清掃の頻度  実施人員  使用資機材  所要数量 金額(ｿﾓﾆ) 金額 (US$)

 清 掃 

 排 水 施 設 

 舗 装 

 路    肩 

 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 

 路 面 標 示 

除 雪) 

 

 土砂、障害物の撤去 

 清掃 

 草刈り、清掃 

 清掃 

 清掃 

道路上の除雪 

 

 ４回/年 

 所要日数５日/回

 

  １０名

 

スコップ、バリケード、

草刈機、ほうき、工具

 

小型トラック 

 

 

 

 延200人日/年 

 

 

 延20台日/年 

 

  

6,400

3,200

2,000.00

1,000.00

         小 計 9,600 3,000.00
 
                                                                                               定期点検・日常維持管理合計 14,080 4,400.00
 

３．補 修（クムサンギ郡道路維持管理国営企業）  
 

 施 設 名  実 施 項 目  補修の頻度  実施人員  使用資機材  所要数量 金額(ｿﾓﾆ) 金額 (US$)

 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 

 躯    体 

 舗 装 

 排 水 施 設 

 護 岸 ・ 護 床 

施 設 

 

 道    路 

 舗 装 

 路 肩 ・ 法 面 

 路 面 標 示 

 ガイドポスト 

 

 破損部分の補修 

 ｸﾗｯｸのｼｰﾙ、ﾎﾟｯﾄﾎｰﾙのﾊﾟｯﾁﾝｸﾞ 

 破損部分の補修 

 破損部分の補修 

 鋼製手摺の部分的なペイント等 

 

 

 ｸﾗｯｸのｼｰﾙ、ﾎﾟｯﾄﾎｰﾙのﾊﾟｯﾁﾝｸﾞ 

 損傷部分の補修 

 再塗装 

 破損部分の補修 

 

  １０回/年 

 所要日数７日/回

 

  ６名 

 

 タンパ 

 小型トラック 

 

 

 路盤材 

 アスファルト合材

 セメント 

 玉石 

 路面表示ペイント

 延420人日/年 

 延70台日/年 

 延70台日/年 

 

 

 50.0m3 /年 

  10.0t/年 

  130袋/年 

  3.0m3 /年 

   50m/年 

13,440
5,600

11,200

3,200
3,200
2,496

192
160

4,200.00
1,750.00
3,500.00

1,000.00
1,000.00

780.00
60.00
50.00

         小 計 
   

39,488 12,340.00
 
                                                                                                                      合 計 53,600 16,740.00
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過去３年間の MOT の維持管理充当額を表 3.5.2-2、クムサンギ郡道路維持管理国営

企業の維持管理充当額（国道維持管理分）および本プロジェクト道路への充当額を

表 3.5.2-3 に示す。 

表 3.5.2-2 MOT の維持管理予算および支出 

単位：百万ソモニ（万米ドル） 

 予 算 支 出 

2003 年度 
5.0 

(156) 
8.0 

(250) 

2004 年度 
12.0 
(375) 

13.5 
(422) 

2005 年度 
18.1 
(566) 

15.6 
(488) 

*）US$1.0＝3.2 ソモニ（2005 年 12 月） 

 

表 3.2.4.7-2 クムサンギ郡道路維持管理国営企業の維持管理予算と支出 

および対象道路への支出 

単位：ソモニ（米ドル） 

 予 算 支 出 本プロジェクト

道路への支出 

2003 年度 
35,000 

(10,938) 
41,000 

(12,813) 
8,000 

(2,500) 

2004 年度 
75,000 

(23,438) 
104,000 
(32,500) 

31,000 
(9,688) 

2005 年度 
180,000 
(56,250) 

280,000 
(87,500) 

180,000 
(56,250) 

*１）US$1.0＝3.20 ソモニ（2005 年 12 月） 

・予算と支出の差額は MOT により支給された。 

・本プロジェクト道路は 2005 年度、アフガニスタン国政府関係者が通行する

ため全線の改修を実施。改修費は MOT 本省が全額を負担した。 

 

MOT の維持管理費は、MOT 管轄の道路延長約 13,800km を賄っている。本プロジェク

トは道路延長約 27km であり、MOT 管轄道路の約 0.2%に当たる。想定される維持管理

費は、2005 年度の予算に対し約 0.3％である。 

また、維持管理を実施するクムサンギ郡道路維持管理国営企業の維持管理は、国道

延長 73km を賄っており、本プロジェクトの道延長は約 37%に当たる。想定される維

持管理費は、2005 年の予算に対し約 30%であるため、十分対応可能な金額である。 
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3.6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

協力対象事業を円滑に実施し、事業効果を十分に発現・持続させるため、「タ」国

側が特に留意すべき事項は次のとおりである。 

 

・対象道路延長の約半分は、居住地を通過することを考慮し、工事中の周辺住民に

及ぼす環境社会影響を最小限に抑えるよう、設計および施工上の配慮が払われて

いるが、尚若干の影響（振動、騒音および粉塵の発生、交通への影響等）は避け

られないので、事前に沿道住民に工事中のインパクトについて十分に説明し、理

解を得ておくこと。 

・完成後の維持管理を十分に行い、常に良好な走行条件を保つとともに、施設の耐

久性の向上をはかること。 

・道路が改修され、ボトルネックが解消すると、車両の走行速度が速くなり、重量

車の通行も容易となる。またドゥスティ町内を通過する交通の増加も予測される

ため、信号機等の交通安全施設の早期設置、交通安全教育を行い安全な交通の確

保を図ること。 
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第４章  プロジェクトの妥当性の検証 

 
4.1 プロジェクトの効果 

 

プロジェクトの実施による直接効果および間接効果を以下に列挙する。 
 

(1) 直接効果 

 
① 通過所要時間の短縮 

走行性が改善され円滑な交通が確保されることにより、通過所要時間が表

4.1-1 に示すとおり短縮される。 

 

表 4.1-1 通過所要時間の短縮 

項 目 改修前（現在） 改修後 

居住地区間 

(Sta.0+000～Sta.12+100:L=12.1km) 
29 分（平均時速 25km）* 18 分（平均時速 40km）

土漠区間 

（Sta.12+100～Sta.23+700:L=11.6km）
20 分（平均時速 35km）* 12 分（平均時速 60km）

合 計 49 分 30 分 

*)平日昼間の通過所要時間 

 

② 安全で円滑な交通の確保 

対象区間全線に亘り広域幹線道路としての機能を満たす規格に基づいた車道

幅員（3.5m）が確保され、フェリーによる国境渡河がボトルネックとなっている

交通量約 350 台／日が、国境橋完成後に見込まれる交通量 1,000 台／日に対応可

能となるとともに、路肩（歩道）、バザール周辺の駐車帯、横断歩道、標識等の

附帯施設の整備、またドゥスティ町内の市街道路 2本においては車道部の改修に

より、馬車等の緩速車との通行区分が図られ、安全で円滑な交通が確保される。 

③ 冠水日数・時間が減少することによる、人および物の流通の向上する。 

灌漑用水路を併設する 7 区間、総延長約 1.1km で年間 40 日程度（車両通行困

難時間約 5時間／日）発生している冠水が改善され、道路利用者の沿道商業・公

共施設へのアクセスが改善される。 

 
(2) 間接効果 

 
① 広域幹線道路としての機能が発揮され、物的・人的交通が促進されることにより、

社会・経済活動が活性化する。 
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② 道路の損傷（路肩を含む）が改修されることにより、車両走行による粉塵発生が

減少する。 
③ 道路改修にあわせて、併設する既存の灌漑用水路が整備されることにより灌漑用

水の供給が効率的になる。 
 
4.2 課題・提言 

 

プロジェクトの効果を十分に発現・持続させるために「タ」国側が取り組むべき課

題は、次のとおりである。 
 
・維持管理、特に舗装面の補修、排水施設の土砂・障害物の除去等が重要である。

維持管理は、走行条件を良好に保つだけでなく、舗装や構造物の耐用期間を伸ば

すためにも必要である。十分な維持管理を行うためには、それに必要となる予算

（US$16,740）を確保しなければならない。3.5.2 節 運営・維持管理費で述べた

とおり、「タ」国にとってこの予算確保は可能であると判断される。 
 
・維持管理はクムサンギ郡道路維持管理国営企業が実施することとなる。上述した

軽微な補修を含む日常維持管理においては、特殊な機械を必要としないため十分

対応が可能と判断するが、長期的なオーバーレイ等の大規模補修に対しては、別

途予算が MOT から配分されることとなっているが、慢性的な予算不足により適

切に実施されていない。また、建設機械の整備、技術移転等による技術水準の向

上も必要とされている。 
 
・道路改修により道路交通の高速化が実現する。交通安全を図るために交通安全教

育の実施、交通道徳の向上、交通マナーの順守等が求められる。さらに定期的に

交通安全キャンペーンを実施することが望ましい。 
 
・現在対象道路の一部区間に灌漑用水路からの漏水による道路冠水が発生している。

本計画では現時点での漏水量に対応できる排水施設を計画しているが、今後、漏

水量増加が発生しないよう対策を講じることが求められる。 
 
・本プロジェクトはアジアンハイウェイの広域幹線道路の一区間に位置付けられて

いるが、この広域幹線道路としての機能を発現させるため、同区間における未整

備区間を早期に整備し、本プロジェクトの効果を拡大することが期待される。 
 
維持管理および交通安全対策を徹底し、プロジェクトの効果の発現・持続をより確
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実なものとするために、建設機械の整備、維持管理・交通安全対策に係る協力を実施

することが提言される。 
 

4.3 プロジェクトの妥当性 

 
以下の点から、我が国の無償資金協力により協力対象事業を実施することは妥当で

あると判断される。 
 
① プロジェクトの裨益対象が、貧困層を含む一般国民であり、その数が多数である

（約 238 万人） 
② 「タ」国が 5 年ごとに策定している「長期運輸開発計画(2001～2005)」におい

て、優先整備道路に位置付けられている。 
③ 対象道路はアジアンハイウェイ構想の広域幹線道路に位置付けられ、ドゥシャン

ベ～クルガンチュベ間が ADB により改修が完了していること、隣国であるアフ

ガニスタン国との国境橋が米国の支援により、2007 年 5 月に完成予定であるこ

と、またこの国境橋完成後は対象道路がボトルネックとなり経済の活性化の阻害

要因となること懸念されていることから、緊急な整備が求められている。 
④ プロジェクトの効果として、交通の円滑化、道路冠水の解消、社会・経済の活性

化等があり、住民の生活改善に寄与する。 
⑤ 住民移転等の社会環境、動植物の生息等の自然環境への負の影響がほとんどない。 
 

4.4 結論 

 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待できると同時に、本プロジェク

トが広く住民の生活改善に寄与するものであるから、協力対象事業に対して、我が国

の無償資金協力を実施することの妥当性が確認された。また、本プロジェクトの運

営・日常維持管理についても人員・資金とも問題ないと考えられる。しかし、オーバ

ーレイ等の大規模補修については、維持管理機械の整備、維持管理技術の向上を図る

ことが急務である。 
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１．調査団員氏名・所属 
 1) 現地調査 

 
2) 基本設計概要書説明 

 
3) 基本設計成果概要説明  

担  当 氏 名 所  属 
総 括 西宮 宣昭 JICA ウズベキスタン事務所長 

計画・管理 杉田 樹彦 JICA 無償資金協力部業務第一グループ 
運輸交通・電力チーム 

業務主任／道路計画／

維持管理計画 
三浦 実 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

道路設計 相良 秀孝 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

自然条件調査／環境社会

配慮／構造物設計 
中村 友彦 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

施工・調達計画／積算 渡邊 亮平 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

通 訳（露語） 浅野 図夢 
（補 強） 

㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

担  当 氏 名 所  属 
総 括 西宮 宣昭 JICA ウズベキスタン事務所長 

業務主任／道路計画／

維持管理計画 
三浦 実 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

道路設計 相良 秀孝 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

施工・調達計画／積算 渡邊 亮平 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

通 訳（露語） 浅野 図夢 
（補 強） 

㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

担  当 氏 名 所  属 
総 括 西宮 宣昭 JICA ウズベキスタン事務所長 

業務主任／道路計画／

維持管理計画 
三浦 実 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

道路設計 相良 秀孝 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

（自社負担） 
施工・調達計画／積算 渡邊 亮平 ㈱片平エンジニアリング・インターナショナル

通 訳（露語） 浅野 図夢 
（補 強） 

㈱片平エンジニアリング・インターナショナル
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３．関係者（面会者）リスト 
 
1) 在タジキスタン日本大使館 

高橋 博史 臨時代理大使 
藤井 啓之 二等書記官 

 
2) JICA タジキスタン連絡事務所 

斉藤 之弥 企画調整員 
 
3) タジキスタン政府 
運輸省 MOT (Ministry of Transport) 
Mr. Ashurov A.A. Minister of Transport 
Mr. Akbarov S.S. Deputy Minister 
Mr. Mirzoalimov Sh. Deputy Minister 
Ms. Rustamova M.A. Head of International Economic Relations 

Department 
Mr. Davlatov T. Head of Department for Cooperation with 

Financial Institutes 
Ms. Zavkieva R.U. Head of Road Department 
Mr. Anayatshoev A. Deputy Head of Road Department 
Mr. Davlatov Kh. Chief Engineer of Directorate of Constructing 

Enterprises 
Ms. Oymahmadova R. Staff of International Economic Relations 

Department 
 
国立道路設計研究所（Tajikgiprotransstroy） 
Mr. Mirzoev T.D. Director  
Mr. Nazrishoev S.T. Head of Road-Design and Survey Department 
Mr. Yuldashev Yu. A. Chief engineer 
Ms. Abdulloeva M.A. Chief of Feasibility Study Group 
 
ハトロン州（Khatlon Province） 
Mr. Komilov Deputy Chairman of the Hukumat of Khatlon 

Province 
ハトロン州運輸局（Khatlon Transport Department） 
Mr. Nurulloev B. Chief 
Mr. Kholikov M. Deputy Chief 
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クムサンギ郡（Kumsangir District） 
Mr. Safarov R. Chairman of the Hukumat of Kumasangir 

District 
Mr. Mahmudov Saidmalik Deputy Chairman of the Hukumat of 

Kumsangir District 
Mr. Halimov I.K. Head of State Road Maintenance Corporation 

of Kumsangir District 
Mr. Mahmadaminov Sh. Chairman of Environment Protection 

Committee of Kumsangir District 
 
その他関係省庁 
Mr. Sharipov O. Ministry of Communication, 
 Deputy Technical Director of “Tajiktelecom” 
Mr. Yorov A. Ministry of Energy, Deputy Minister 
Mr. Abdurakhimov B. State Committee of Environment Protection, 
 Deputy Head of the State Environmental 

Examination Division 
Mr. Kubodov M. State Committee of Land Use, 
 Head of a Department 
 
4) その他組織 
ADB タジキスタン事務所 
Ms. Nazmieva Oksana Project Implementation Officer 
 
ニジノピアンジ橋建設 
Mr. Capt. David Chrestman Project Engineer 
Mr. Jomshed Azizor   Office Engineer 
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１）現地調査.................... A4-1 

 

２）基本設計概要説明調査........ A4-24 

 

３）基本設計成果概要説明調査.... A4-34 
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事業事前計画表（基本設計時） 
 

１．案 件 名 

タジキスタン共和国 ドゥスティ～ニジノピヤンジ間道路改修計画 

２．要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

タジキスタン国（以下「タ」）は国土の90％が山岳地帯であるため、首都や主要都市から隣国へ通じ

る幹線道路は、経済および周辺国との交易の主要な基軸となっている。「タ」国の主要幹線道路の多く

が、旧ソ連時代に建設されたものであるが、1991 年の独立後の内戦および経済の低迷等により老朽化

が進んでおり、物流および周辺国との交易の多くを道路網に依存している「タ」国経済に大きく影響し

ている。こうした状況の下、「タ」国では独立以降、計画的にインフラ整備を行うため、「長期運輸開発

計画」を5年毎に策定し幹線道路網の優先整備を進めているが、慢性的な政府予算不足により、外国か

らの援助に依存している状況にある。 

本プロジェクトの対象道路は、「タ」国と隣国アフガニスタンの両首都を結ぶ主要幹線道路の一部区

間に属し、「長期運輸開発計画2001～2005」における優先整備道路となっていることに加え、アジアン

ハイウェイ構想の広域幹線道路としても位置付けられている。これまでにアジア開発銀行（ADB）によ

りドゥシャンベ～ニジノピヤンジ区間93kmの一部の改修が完了、また、アフガニスタン国との国境は、

現在米国の支援により国境橋の建設が行われている。同橋梁の完成後は人道支援を含めた様々な物資の

輸送が可能となり、二国間だけでなく中央アジア周辺地域をも含めた物流の活性化、農産物および旅客

の輸送量の増大による農業・観光業の発展が期待される。 

しかしながら、本プロジェクトの対象道路であるドゥスティ～ニジノピヤンジ間約23.7km は、他の

幹線道路と同様に旧ソ連時代に建設されて以降、限られた予算の中でポットホールの修復等の日常維持

管理を実施しているものの、老朽化に伴う損傷が進行し、機材不足のため抜本的な改修（舗装の打換え

等）が実施されておらず、改修計画の目処もたっていない。国境橋完成後の広域幹線道路としての機能

を確保するためには、緊急な改修が必要とされている。また、本プロジェクトの始点となる人口10,000

人のドゥスティ町内道路について、国境橋および本プロジェクトの完成後は、ドゥスティ町内の通過交

通が増加することが予測されるため、同町の主要道路２本（約3.7km）について車両および馬車等の通

行を分離させ、円滑な交通および安全性を確保するための必要最低限の改修が必要である。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標 

ドゥスティ～ニジノピヤンジ間の交通・輸送を安全かつ安定的に確保するとともに、広域幹線道

路としての機能が強化される。 

裨益対象の範囲及び規模：「タ」国ハトロン州人口 238 万人（2004 年） 
 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

ア ドゥスティ～ニジノピヤンジ間の道路およびドスティ町内の市街道路 2本が整備される。 

 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア ドゥスティ～ニジノピヤンジ間の道路およびドゥスティ町内市街道路 2本の改修を行う。 

イ 改修完成後の道路の維持管理を行う。 

 

(4) 投入(インプット) 

ア 日本側：無償資金協力 13.12 億円 

イ 相手国側 

(ア) 必要な人員：維持管理要員、約延 660 人／年 

(イ) 施設の運営・維持管理に係る経費：約 17,640 US ドル／年 
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(5) 実施体制 

主管官庁および実施機関：「タ」国運輸省 
 

４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

タジキスタン国ハトロン州クムサンギ郡 
 

(2) 概要 

①ドゥスティ～ニジノピヤンジ間の道路、約 23.7km の改修（幅員 12.0ｍ、全線アスファルト

舗装、新設ボックスカルバート 3箇所、道路横断排水施設整備 1.1km 等） 

②ドゥスティ町内の市街道路 2本、約 3.7km の改修（改修幅員 7.6ｍ、全線簡易舗装等） 
 

(3) 相手国側負担事項 

① 土地収用 

② 障害となる塀の撤去 

③ 電線・電柱の移設 

④ 電話線・電柱の移設 

⑤ 沿道樹木の移設 
 

(4) 概算事業費 

概算事業費 13.18 億円（無償資金協力 13.12 億円、「タ」国側負担 0.06 億円) 
 

(5) 工期 

設計照査・入札期間を含め約 29.5 ヶ月（予定) 
 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

① 沿道家屋の移転を回避する。 

② 工事中の周辺家屋の影響を最小限に抑える工法を用いる。 

③ 現況の灌漑用水路の機能を確保する。 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの) 

なし 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成果指標 現状の数値（2006 年） 計画値（2008 年） 

始点～居住地区間(12.1km)

の通過所要時間の短縮 
29 分（平均時速 25km） 18 分（平均時速 40km） 

土漠区間～終点（11.6km）

の通過所要時間の短縮 
20 分（平均時速 35km） 12 分（平均時速 60km） 

全区間の通過所要時間の短縮 49 分 30 分 

冠水日数・時間の減少 
年間 40 日程度 

(車両通過困難時間約 5 時間／日)
減少する 

     注）通過所要時間は平日昼間の数値 
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(2) その他の成果指標 

特になし 

 

(3) 評価のタイミング 

2008 年以降（協力対象施設完成以降） 
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